
 

廃棄物・リサイクル対策の推進に関する提言 
 

 廃棄物・リサイクル対策を推進するため、国は、次の事項について積極的な

措置を講じられたい。 

 

１．廃棄物処理施設の整備等の推進 

（１）循環型社会形成推進交付金については、交付申請額が満額交付されるよ

う所要額を確実に確保するとともに、交付率の引上げや対象事業の拡大、

要件の緩和など財政措置を拡充すること。 

  また、施設の新設はもとより、基幹的改良や修繕等に係る支援措置を充

実すること。 

（２）廃棄物処理施設の解体撤去工事費については、解体のみの場合や跡地が

廃棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付金の交

付対象とするなど財政措置を拡充すること。 

（３）一般廃棄物処理事業債については、償還期間を更に延長すること。 

 

２．循環型社会の形成推進 

（１）リサイクルを更に推進するため、「川上から川下まで」トータルで取り組

む必要があるとの認識に立ち、特定の主体が全責任を負うことなく、各主

体が応分に責任を負担しつつ協働していく制度を構築すること。 

   その際、市町村にとって財源と人材に裏打ちされた制度とすること。 

（２）リサイクルできない品目だけをリストアップし、それ以外の品目すべて

をリサイクルすることとするなど、「簡素で分かりやすい」システムを検討

し、持続可能な制度を構築すること。 

（３）リサイクル率向上に配慮した再生利用が容易な製品設計を製造事業者に

義務付けるとともに、リサイクル費用について、前払い方式や製品価格へ

の上乗せを実施すること。 

 

３．持続可能なプラスチック資源循環の確立 

プラスチック資源循環を一層推進するためには、市町村における取組の輪

を広げるとともに、その取組を持続可能なものにすることが極めて重要であ

ることから、以下の措置を講じること。 



 

（１）プラスチック資源循環に係る具体的な施策や制度の構築 

  １）施策や制度の構築に当たっては、市町村の意見を十分に聴取し、反映

すること。また、住民や現場に混乱を招くことのないよう迅速かつ丁寧

な情報提供を行うとともに、十分な準備期間を確保すること。 

２）すべての関係者がリサイクルの効果や費用等の情報を正しく理解でき

るようリサイクル形態ごとの費用、天然資源投入量、温室効果ガス発生

量、最終処分量などを国が調査・分析し、その評価を含め公表すること。 

（２）現行の容器包装リサイクル制度は市町村の費用負担が大きいため、分別

収集が進むほど市町村の財政を圧迫する状況となっており、容器包装対象

品目の分別収集を中止する市町村も散見されることから、プラスチック製

容器包装はもとより、それ以外のプラスチックの回収・リサイクルを含め

市町村の負担を軽減すること。 

（３）プラスチック資源循環の高度化 

  １）市町村が地域の実情を考慮し、プラスチック廃棄物の処理に責任を持

って取り組んでいる現状を十分に踏まえ、全市町村に一律の対応を求め

る制度ではなく、各市町村が自ら主体的に処理方法を選択できるように

すること。 

    特に、熱回収については、地域における処理施設の状況、分別回収や

中間処理等に係る費用、熱回収により新たに創出される価値、環境への

配慮等を総合的・合理的に判断して選択している市町村のこれまでの取

組を評価・尊重し、確立された資源循環の手法として認めること。 

  ２）リサイクルの質と量を向上させるため、闇雲に資源回収量を増やすの

ではなく、高度なリサイクルが可能なプラスチック資源を効率的に回収

する仕組みを構築すること。 

３）分別回収品目の追加や資源回収量の大幅な増加等により、市町村にお

いては、分別回収体制の変更や住民への周知、回収・リサイクル設備の

効率性向上及び処理能力の確保、中継施設の整備・運営等が新たに必要

になるため、財政措置をはじめ地域の実情に応じたきめ細かな支援を行

うこと。 

４）住民の協力による適正な分別排出が促進されるよう必要な措置を講じ

るとともに、事業者による自主回収の拡大、民間リサイクル事業者の技

術開発・インフラ整備に係る支援、再生素材の利用促進等に責任を持っ



 

て取り組むこと。 

（４）回避可能なプラスチックの使用を削減するため、事業者が環境配慮設計

やリユース容器・製品の利用、過剰な使用の削減、代替素材への転換等に

取り組める環境を整備すること。 

（５）「今後のプラスチック資源循環施策の基本的方向性」（令和２年９月１日 

中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環小委員会、産業構造

審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会プラスチック資源

循環戦略ワーキンググループ合同会議決定）で示された分別努力に応じた

市町村に対するインセンティブ等の仕組みを検討する際には、市町村の多

様な取組を尊重し、後押しするものとすること。 

   また、熱回収などを前提に施設更新等に取り組む市町村への財政措置に

影響を及ぼさないよう配慮すること。 

 

４．家電リサイクル制度の適切な見直し 

（１）リサイクル費用については、製品購入時に支払う前払い方式に改めるこ

と。 

（２）不法投棄された廃家電製品の収集運搬・リサイクル費用については、拡

大生産者責任の原則に基づき、事業者が担う仕組みとすること。 

（３）義務外品の処理については、一般廃棄物扱いであるため市町村の責任と

されているが、効果的に進めるためには関係者が連携・協力して取り組む

必要があることを踏まえ、制度の前進・拡充に資する新たな方法を検討す

ること。 

（４）対象品目を拡大すること。 

 

５．容器包装リサイクル制度の適切な見直し 

（１）拡大生産者責任の原則に基づき、事業者責任を強化・明確化するととも

に、都市自治体と事業者等との役割分担及び費用負担を適切に見直すこと。 

   特に、都市自治体の収集運搬・選別保管に係る費用や負担を軽減するこ

と。 

（２）容器包装廃棄物の減量と環境負荷の低減を進めるため、発生抑制・再利

用に資する取組を推進すること。 

（３）廃プラスチック類の再商品化対象範囲を拡大すること。 



 

（４）再商品化手法については、都市自治体が柔軟に選択できるよう制度を見

直すこと。 

 

６．都市自治体の漂流・漂着・海底ごみ対策等に係る財政措置を充実するとと

もに、マイクロプラスチックを含む海洋ごみ等の実態把握及び発生抑制対策

を講じること。 

また、諸外国による海洋不法投棄を防止するため、関係諸国間において、

不法投棄防止対策及び適正な処理方法に関する連携・協力を強化すること。 

 

７．リチウムイオン電池等処理困難物については、製造・販売事業者による自

主回収の拡大や、製品廃棄に係る注意喚起の明示を義務付けるなど、適正処

理を推進するための環境を整備すること。 

 

８． 焼却灰等のリサイクル処理費用については、十分な財政措置を講じること。 

  また、溶融スラグについては、更なる利用促進に向け、必要な措置を講じ

ること。 

 

９．安定した古紙リサイクルシステムを維持するため、回収費用に係る財政措

置など必要な支援策を講じること。 

 

10．ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物については、処理期間内で確実に処

理を完了できるよう処理体制を充実するとともに、財政措置を講じること。 

 

11．産業廃棄物処理施設の設置については、地域住民への事前説明や地元自治

体の同意を条件とするよう制度を改正すること。 

 

12．災害廃棄物処理対策の推進 

（１）災害廃棄物処理を迅速かつ適切に実施できるよう広域処理等の支援体制

を整備すること。 

（２）災害等廃棄物処理事業については、平時における事前対策についても補

助対象とするなど十分な財政措置を講じること。 

（３）仮置場の整備及び復旧に係る費用については、十分な財政措置を講じる



 

こと。 

 

13．東日本大震災関係 

  災害廃棄物を受け入れた最終処分場周辺のモニタリングに係る財政措置を

講じること。 

  


